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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

 
平成26年度第３四半期

連結累計期間
平成27年度第３四半期

連結累計期間
平成26年度

 
(自平成26年４月１日
 至平成26年12月31日)

(自平成27年４月１日
 至平成27年12月31日)

(自平成26年４月１日
 至平成27年３月31日)

経常収益 百万円 41,553 44,060 57,853

経常利益 百万円 14,076 14,066 20,929

親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 8,318 8,568 ―

親会社株主に帰属する
当期純利益

百万円 ― ― 12,285

四半期包括利益 百万円 17,176 1,933 ―

包括利益 百万円 ― ― 23,796

純資産額 百万円 157,200 164,738 163,824

総資産額 百万円 2,769,932 2,832,889 2,763,714

１株当たり四半期純利益金額 円 73.34 75.53 ―

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 108.31

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

円 73.18 75.35 ―

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

円 ― ― 108.07

自己資本比率 ％ 5.55 5.67 5.79
 

 

 
平成26年度第３四半期

連結会計期間
平成27年度第３四半期

連結会計期間

 
(自平成26年10月１日
 至平成26年12月31日)

(自平成27年10月１日
 至平成27年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 円 31.67 13.17

 

(注) １  当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２ 第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４ 経理の状況」中、「１ 四半期

連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。

３ 自己資本比率は、((四半期)期末純資産の部合計－(四半期)期末新株予約権－(四半期)期末非支配株主持分)

を(四半期)期末資産の部の合計で除して算出しております。

４ 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当行グループ(当行及び当行の関係会社)が営む事業の内容については、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

業績の状況

当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日　至 平成27年12月31日）の経済情勢は、金融緩和や各種経済政

策の効果に支えられ、企業収益や雇用情勢が改善するなど景気は緩やかな回復基調が続いております。一方、海外経

済の下触れリスクが高まるなど、先行きは不透明な状況で推移すると見込まれます。

このような環境の下、当行グループは第八次中期経営計画「新たな成長への第一歩～あなたとともに～」の２年目

として資産の健全化や経営の合理化・効率化に努めた結果、当第３四半期連結累計期間の業績は次のとおりとなりま

した。

経常収益は、有価証券利息配当金の増加等により前年同期比25億６百万円増加し440億60百万円となりました。また

経常費用は、与信関係費用の増加等により前年同期比25億15百万円増加し299億93百万円となりました。　　

この結果、経常利益は140億66百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は85億68百万円となりました。

当第３四半期連結会計期間末の資産は、貸出金の増加等により前連結会計年度末比691億円増加し、２兆8,328億円

となりました。負債は、預金の増加等により前連結会計年度末比682億円増加し、２兆6,681億円となりました。また

純資産は、利益剰余金の増加等により前連結会計年度末比９億円増加の1,647億円となりました。　

なお、主要勘定の状況は次のとおりとなりました。

○ 預金

個人預金の増加等により、預金残高は前連結会計年度末比701億円増加し２兆5,985億円となりました。　

○ 貸出金

個人・中小企業向け貸出の増加等により、貸出金残高は前連結会計年度末比247億円増加し１兆8,246億円となり

ました。　

○ 有価証券

国債の減少等により、有価証券残高は前連結会計年度末比974億円減少し5,363億円となりました。

　

EDINET提出書類

株式会社　栃木銀行(E03639)

四半期報告書

 3/20



 

①  国内・国際業務部門別収支

当第３四半期連結累計期間の資金運用収支は271億円、役務取引等収支は21億円、その他業務収支は7億円とな

りました。

このうち、国内業務部門の資金運用収支は269億円、役務取引等収支は21億円、その他業務収支は7億円となり

ました。また、国際業務部門の資金運用収支は１億円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 24,290 203 24,494

当第３四半期連結累計期間 26,938 175 27,113

  うち資金運用収益
前第３四半期連結累計期間 25,237 222

14
25,445

当第３四半期連結累計期間 27,878 189
10

28,057

  うち資金調達費用
前第３四半期連結累計期間 947 19

14
951

当第３四半期連結累計期間 939 13
10
943

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 2,287 8 2,295

当第３四半期連結累計期間 2,171 8 2,179

  うち役務取引等
  収益

前第３四半期連結累計期間 4,618 14 4,633

当第３四半期連結累計期間 4,653 14 4,667

  うち役務取引等
  費用

前第３四半期連結累計期間 2,331 6 2,337

当第３四半期連結累計期間 2,482 5 2,488

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 3,946 43 3,990

当第３四半期連結累計期間 758 28 787

  うちその他業務
  収益

前第３四半期連結累計期間 5,593 43 5,636

当第３四半期連結累計期間 2,992 28 3,020

  うちその他業務
  費用

前第３四半期連結累計期間 1,646 ― 1,646

当第３四半期連結累計期間 2,233 ― 2,233
 

(注) １  「国内業務部門」とは当行の円建取引及び連結子会社、「国際業務部門」とは当行の外貨建取引でありま

す。ただし、円建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。

２  資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息(外書き)であります。
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②  国内・国際業務部門別役務取引の状況

当第３四半期連結累計期間の役務取引等収益は46億円、役務取引等費用は24億円となりました。

このうち、国内業務部門の役務取引等収益は46億円、役務取引等費用は24億円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 4,618 14 4,633

当第３四半期連結累計期間 4,653 14 4,667

  うち預金・貸出
  業務

前第３四半期連結累計期間 1,182 ― 1,182

当第３四半期連結累計期間 1,312 ― 1,312

  うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 1,320 14 1,334

当第３四半期連結累計期間 1,308 13 1,321

  うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 56 ― 56

当第３四半期連結累計期間 29 ― 29

  うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 1,029 ― 1,029

当第３四半期連結累計期間 829 ― 829

  うち保護預り・
  貸金庫業務

前第３四半期連結累計期間 14 ― 14

当第３四半期連結累計期間 12 ― 12

  うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 14 0 14

当第３四半期連結累計期間 13 0 13

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 2,331 6 2,337

当第３四半期連結累計期間 2,482 5 2,488

  うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 255 6 262

当第３四半期連結累計期間 254 5 260
 

(注) 「国内業務部門」とは当行の円建取引及び連結子会社、「国際業務部門」とは当行の外貨建取引であります。

 ただし、円建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。
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③  国内・国際業務部門別預金残高の状況

○  預金の種類別残高(末残)

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 2,550,906 3,513 2,554,419

当第３四半期連結会計期間 2,595,542 3,046 2,598,589

  うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 1,357,655 ― 1,357,655

当第３四半期連結会計期間 1,419,673 ― 1,419,673

  うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 1,183,842 ― 1,183,842

当第３四半期連結会計期間 1,170,890 ― 1,170,890

  うちその他
前第３四半期連結会計期間 9,408 3,513 12,922

当第３四半期連結会計期間 4,979 3,046 8,026

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 29,894 ― 29,894

当第３四半期連結会計期間 40,550 ― 40,550

総合計
前第３四半期連結会計期間 2,580,800 3,513 2,584,314

当第３四半期連結会計期間 2,636,092 3,046 2,639,139
 

(注) １  流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２  定期性預金＝定期預金＋定期積金

３  「国内業務部門」とは当行の円建取引、「国際業務部門」とは当行の外貨建取引であります。ただし、円建

対非居住者取引は国際業務部門に含めております。
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④  国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

○ 業種別貸出状況(末残・構成比)

 

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内
(除く特別国際金融取引勘定分)

1,776,342 100.00 1,824,680 100.00

  製造業 155,022 8.73 169,933 9.31

  農業，林業 6,783 0.38 7,434 0.41

  漁業 91 0.01 85 0.00

  鉱業，採石業，砂利採取業 3,052 0.17 3,177 0.17

  建設業 80,312 4.52 84,827 4.65

  電気・ガス・熱供給・水道業 10,581 0.60 11,292 0.62

  情報通信業 11,181 0.63 14,980 0.82

  運輸業，郵便業 65,969 3.71 73,156 4.01

  卸売業，小売業 161,105 9.07 164,011 8.99

  金融業，保険業 84,729 4.77 74,196 4.07

  不動産業，物品賃貸業 276,643 15.57 272,573 14.94

  各種サービス業 183,139 10.31 180,353 9.88

  地方公共団体 183,009 10.30 192,783 10.57

  その他 554,720 31.23 575,873 31.56

海外及び特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ―

  政府等 ― ― ― ―

  金融機関 ― ― ― ―

  その他 ― ― ― ―

合計 1,776,342 ― 1,824,680 ―
 

(注) 「国内」とは、当行及び連結子会社であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 212,000,000

計 212,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)

(平成27年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年２月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 114,108,000 同左
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は1,000株でありま
す。

計 114,108,000 同左 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年12月31日 ― 114,108 ― 27,408 ― 26,150
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 663,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

112,295,000
112,295 ―

単元未満株式
普通株式

1,150,000
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 114,108,000 ― ―

総株主の議決権 ― 112,295 ―
 

(注) １ 上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が12千株含まれてお

ります。

   また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が12個含まれております。

２ 上記の「単元未満株式」の欄の普通株式には当行所有の自己株式396株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社栃木銀行

栃木県宇都宮市
西２丁目１番18号

663,000 ― 663,000 0.58

計 ― 663,000 ― 663,000 0.58
 

(注) 株主名簿上は当行名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式に含めております。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭

和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

 

２  当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(自平成27年10月１日  至平

成27年12月31日)及び第３四半期連結累計期間(自平成27年４月１日  至平成27年12月31日)に係る四半期連結財務諸表

について、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

 現金預け金 289,117 429,037

 コールローン及び買入手形 2,753 2,351

 商品有価証券 316 360

 金銭の信託 3,871 3,294

 有価証券 633,803 536,337

 貸出金 ※1  1,799,968 ※1  1,824,680

 外国為替 1,603 1,190

 その他資産 14,026 15,507

 有形固定資産 23,037 24,396

 無形固定資産 807 680

 繰延税金資産 409 2,434

 支払承諾見返 4,221 4,287

 貸倒引当金 △10,221 △11,668

 資産の部合計 2,763,714 2,832,889

負債の部   

 預金 2,528,445 2,598,589

 譲渡性預金 36,262 40,550

 借用金 6,648 9,274

 外国為替 19 4

 その他負債 17,393 9,705

 賞与引当金 909 245

 役員賞与引当金 27 16

 退職給付に係る負債 4,191 3,717

 睡眠預金払戻損失引当金 260 261

 偶発損失引当金 231 220

 再評価に係る繰延税金負債 1,277 1,277

 支払承諾 4,221 4,287

 負債の部合計 2,599,890 2,668,151

純資産の部   

 資本金 27,408 27,408

 資本剰余金 26,150 26,154

 利益剰余金 91,734 99,269

 自己株式 △422 △416

 株主資本合計 144,871 152,416

 その他有価証券評価差額金 16,989 10,005

 土地再評価差額金 △966 △966

 退職給付に係る調整累計額 △721 △609

 その他の包括利益累計額合計 15,302 8,429

 新株予約権 83 95

 非支配株主持分 3,566 3,796

 純資産の部合計 163,824 164,738

負債及び純資産の部合計 2,763,714 2,832,889
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

経常収益 41,553 44,060

 資金運用収益 25,445 28,057

  （うち貸出金利息） 19,404 18,544

  （うち有価証券利息配当金） 5,919 9,219

 役務取引等収益 4,633 4,667

 その他業務収益 5,636 3,020

 その他経常収益 ※1  5,837 ※1  8,314

経常費用 27,477 29,993

 資金調達費用 951 943

  （うち預金利息） 903 897

 役務取引等費用 2,337 2,488

 その他業務費用 1,646 2,233

 営業経費 19,909 19,436

 その他経常費用 ※2  2,632 ※2  4,891

経常利益 14,076 14,066

特別利益 29 28

 固定資産処分益 29 28

特別損失 55 32

 固定資産処分損 25 32

 減損損失 ※3  30 ※3  -

税金等調整前四半期純利益 14,049 14,062

法人税、住民税及び事業税 4,915 4,286

法人税等調整額 451 969

法人税等合計 5,367 5,256

四半期純利益 8,681 8,806

非支配株主に帰属する四半期純利益 362 237

親会社株主に帰属する四半期純利益 8,318 8,568
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益 8,681 8,806

その他の包括利益 8,494 △6,872

 その他有価証券評価差額金 8,616 △6,983

 退職給付に係る調整額 △122 111

四半期包括利益 17,176 1,933

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 16,813 1,695

 非支配株主に係る四半期包括利益 362 237
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）、及

び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」とい

う。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差

額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更して

おります。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による

取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更い

たします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っておりま

す。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸

表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び事

業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将

来にわたって適用しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

破綻先債権額 771百万円 969百万円

延滞債権額 47,261百万円 44,150百万円

３ヵ月以上延滞債権額 104百万円 48百万円

貸出条件緩和債権額 6,551百万円 2,794百万円

合計額 54,689百万円 47,961百万円
 

     なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

貸倒引当金戻入益 626百万円 ―百万円

償却債権取立益 428百万円 3,187百万円

株式等売却益 2,128百万円 2,621百万円
 

 

※２　その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

貸倒引当金繰入額 ―百万円 2,314百万円

貸出金償却 1,010百万円 903百万円

株式等償却 2百万円 0百万円
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※３　減損損失

当行グループは、以下の資産について減損損失を計上しております。

前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至平成26年12月31日）

（グルーピングの方法）

営業用店舗は原則として営業店単位で、遊休資産は各々個別に１単位としてグルーピングを行っておりま

す。また、本部、研修所、寮社宅、厚生施設等については独立したキャッシュフローを生み出さないことから

共用資産としております。

（減損損失を認識した資産または資産グループ）

場所　　　　　栃木県内

主な用途　　　店舗外現金自動設備１ヵ所

種類　　　　　土地建物等

減損損失額　　30百万円

（減損損失の認識に至った経緯）

売却が決定したことにより、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額30百万円を減損損失として特別

損失に計上しております。

（回収可能価額）

回収可能価額は、正味売却価額により測定しております。正味売却価額は、売却予定価額から処分費用見込

額を控除して算定しております。

 
当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至平成27年12月31日）

該当事項はありません。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

減価償却費 1,414百万円 1,025百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１ 配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 510 4.5 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年11月６日
取締役会

普通株式 397 3.5 平成26年９月30日 平成26年12月10日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１ 配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 567 5.0 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月６日
取締役会

普通株式 453 4.0 平成27年９月30日 平成27年12月10日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

当行グループは、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

当行グループは、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、次のとおりであります。

 

  
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

（１）１株当たり四半期純利益金額 円 73.34 75.53

 (算定上の基礎)    

　親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 8,318 8,568

　普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

　普通株式に係る親会社株主に
　帰属する四半期純利益

百万円 8,318 8,568

　普通株式の期中平均株式数 千株 113,428 113,446

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額

円 73.18 75.35

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益
調整額

百万円 ― ―

普通株式増加数 千株 241 269

うち新株予約権 千株 241 269

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり四半期純利益金額の算定
に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概
要

 ― ―

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

中間配当

平成27年11月6日開催の取締役会において、第113期の中間配当につき次のとおり決議しました。

 

中間配当金額 453百万円

１株当たりの中間配当金 4円00銭
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成28年２月３日
 

株式会社   栃   木   銀   行

取     締     役     会  御中
 

 

有限責任監査法人  ト  ー  マ  ツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   川   上   　 　 豊   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    弥    永    め ぐ み    ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社栃木銀

行の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社栃木銀行及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

 
 

(注)１. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２. XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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